
第 1 回 三条市地域公共交通協議会 次第 

 
日時 平成 19 年 11 月 9 日（金） 

午後 3 時 30 分～5 時 
会場 三条市役所 2階 大会議室 

 
１ 開 会 
 
２ 市長挨拶 
 
３ 委員紹介 
 
４ 規約の制定について（資料１） 
 
５ 監査員の任命について 
 
６ 財務規程及び公印規程の制定について（資料２・資料３） 
 
７ 議題 
（１）三条市地域公共交通総合連携計画策定の進め方（案）について（資料４） 
（２）三条市地域公共交通協議会 平成 19 年度予算（案）について（資料５） 
（３）三条市地域公共交通協議会の現金等を預け入れる金融機関（案）について 

（資料６） 
 
 



資料１ 

   三条市地域公共交通協議会規約（案） 
 

 （設置） 
第１条 この会は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59 号。

以下「法」という。）第６条の規定に基づき地域公共交通総合連携計画（以下「計画」と

いう。）の作成に関する協議及び計画の実施に係る連絡調整を行うため、協議会として設

置する。 
 
 （名称） 
第２条 この会の名称は、三条市地域公共交通協議会（以下「協議会」という。）とする。 
 
 （事務所） 
第３条 協議会の事務所は、三条市旭町二丁目３番１号三条市役所三条庁舎内に置く。 
 
 （目的） 
第４条 協議会は、地域公共交通の活性化及び再生のための地域における取組を総合的か

つ効率的に推進することを目的とする。 
 
 （協議事項等） 
第５条 協議会は、前条の目的を達成するために次に掲げる事項を協議し、関係する事業

を実施する。 
（１） 計画の作成及び計画の変更に関すること。 
（２） 計画の実施に関すること。 
（３） 協議会の運営に関すること。 
（４） その他協議会が必要と認めること。 
 
 （組織） 
第６条 協議会は、別表１に掲げる委員をもって組織する。 
２ 協議会に、次の役員を置く。 
（１） 会長 1 人 
（２） 副会長 1 人 
（３） 監査員 ２人 
３ 会長、副会長及び監査員は相互に兼ねることはできない。 
 
 （委員の任期） 
第７条 委員の任期は、次のとおりとする。 



（１） 別表１に掲げる委員のうち行政機関の職員及び団体の役員については、その職に

ある期間とする。 
（２） 前号以外の委員については、２年とする。ただし、欠員により新たに委員となっ

た者の任期は、前任者の残存任期とする。 
 
 （会長） 
第８条 会長は、三条市長をもって充てる。 
２ 会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 
３ 会長は、協議会の会計を監査する監査員を委員の中から任命する。 
 
 （副会長） 
第９条 副会長は、委員のうちから学識経験者をもって充てる。ただし、学識経験者が複

数人いる場合は会長が指名する学識経験者とする。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長不在の時は会長の職務を代理する。 
 
 （監査員） 
第 10 条 監査員は、協議会の会計監査を行う。 
２ 監査員は、会計監査の結果を協議会の会議において報告する。 
 
 （事務局） 
第 11 条 協議会は、協議会の運営に関する事務を行うため、三条市市民部生活環境課内に

事務局を置く。 
２ 事務局には事務局長を置き、三条市市民部長をもって充てる。 
３ 事務局員は、三条市市民部生活環境課職員をもって充てる。 
 
 （協議会の会議の運営等） 
第 12 条 協議会の会議（以下「会議」という。）は会長が招集し、議長となる。 
２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 
３ 委員は、都合により会議を欠席する場合、代理の者を出席させることができることと

し、あらかじめ会長に代理の者の氏名等を報告することにより、その代理の者の出席をも

って当該委員の出席とみなす。 
４ 協議会の決議の方法は、会議出席委員の総意で決定することとする。 
５ 協議会は、委員のほか、必要に応じて関係者の出席を求めることができる。 
６ 協議会で決議した事項について、委員はその結果を尊重しなければならない。 
７ 会議は公開で行うとともに、協議会に関する情報は三条市のホームページ等を利用し

て公表する。 



 
 （分科会の設置） 
第 13 条 協議会は、計画の実施等にあたり、分科会を設置することができる。 
２ 分科会の名称、構成員、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 
 
 （経費） 
第 14 条 協議会の経費は、負担金、補助金及びその他の収入をもって充てる。 
 
 （財務に関する事項） 
第 15 条 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終わるものとす

る。 
２ 各会計年度における歳出は、その年度の歳入をもつて、これに充てなければならない。 
３ 前各項に定めるもののほか、協議会の予算の編成及び現金の出納その他財務に関し必

要な事項は、会長が別に定める。 
 
 （報酬及び費用弁償） 
第 16 条 委員等は、会議に出席したときは報酬及び費用の弁償を受けることができる。 
２ 報酬及び費用弁償の額及び支給方法等は、三条市特別職の職員で非常勤のものの報酬

及び費用弁償に関する条例（平成 17 年三条市条例第 42 号）の例による。 
 
 （協議会の解散等） 
第 17 条 協議会が解散したときは、協議会の収支は解散をもって打ち切り、会長が清算す

る。 
 
 （規約の変更） 
第 18 条 この規約を変更する場合は、協議会の承認を得なければならない。 
 
   附 則 
 この規約は、平成 19 年 11 月９日から施行する。 
 



別表１（第６条関係） 

区分 委員 

法第６条第２項第１号

の委員 
三条市長 

越後交通県央観光株式会社 取締役総務部長 

新潟交通観光バス株式会社三条営業所 所長 

東日本旅客鉄道株式会社新潟支社総務部企画室 室長 

社団法人新潟県バス協会 事務局長 

国土交通省北陸地方整備局新潟国道事務所計画課 課長 

新潟県三条地域振興局地域整備部 部長 

三条市建設部 部長 

法第６条第２項第２号

の委員 

三条市タクシー協会 会長 

三条警察署 署長 

地域公共交通の利用者（三条地区・栄地区・下田地区） 

学識経験者 

国土交通省北陸信越運輸局企画観光部交通企画課 課長 

国土交通省北陸信越運輸局新潟運輸支局 首席運輸企画専門官 

新潟県交通政策局交通政策課 課長 

燕市市民生活部生活環境課 課長 

三条観光協会 副会長 

下田郷観光協会 副会長 

三条商工会議所 常議員・交通部会長 

栄商工会 会長 

下田商工会 会長 

法第６条第２項第３号

の委員 

日本労働組合総連合会新潟県連合会県央地域協議会 議長 



 

区分 委員 

三条市福祉保健部 部長 

三条市経済部 部長 

法第６条第２項第３号

の委員 

三条市教育委員会事務局 教育次長 

 
 



資料２ 

   三条市地域公共交通協議会財務規程（案） 
 

 （趣旨） 
第１条 この規程は、三条市地域公共交通協議会規約第 15 条の規定に基づき、三条市地域

公共交通協議会（以下「協議会」という。）の財務に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 
 
 （予算） 
第２条 協議会の予算は、三条市の負担金、他の団体等の補助金及びその他の収入をもっ

て歳入とし、協議会の事務及び事業に要するすべての経費をもって歳出とする。 
２ 会長は、毎会計年度の予算を調整し、協議会の承認を受けなければならない。 
３ 会長は、会計年度の途中において既定の予算に補正をする必要が生じたときは、前項

と同様に予算を調整し、協議会の承認を受けなければならない。 
 
 （歳入歳出予算科目） 
第３条 歳入歳出予算の款、項及び目の区分は、別表のとおりとする。 
２ 会計年度の途中において特別な理由があるときは、別表に定める以外の款、項及び目

を定めることができる。 
 
 （予算の流用等） 
第４条 会長は歳出予算のうち、款及び項を超えて予算を流用したとき、又は予備費を充

用したときは、直近の協議会に報告しなければならない。 
 
 （出納及び現金等の保管） 
第５条 協議会の出納は、会長が行う。 
２ 協議会に属する現金等は、会長が協議会で承認を受けた金融機関に預け入れなければ

ならない。 
 
 （出納員） 
第６条 会長は、事務局長に出納員を命じ、会計事務を委任することができる。 
２ 会計事務に携わる事務局員は、現金の出納、保管その他必要な事務の手続について適

正に処理しなければならない。 
 
 （予算の執行） 
第７条 協議会の予算に係る収入及び支出の手続は、出納員が行う。 
２ 出納員は、次に定める簿冊を備え、出納の管理を行うものとする。 



（１） 予算差引簿 
（２） その他必要な簿冊 
 
 （決算等） 
第８条 会長は、毎会計年度終了後速やかに協議会の決算を調整し、監査員の監査に付し

た後、協議会の承認を得なければならない。 
 
 （その他） 
第９条 この規程に定めるもののほか協議会の財務に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 
 
 
   附 則 
 この規程は、平成 19 年 11 月９日から施行する。 
 



 
別表（第３条関係） 
（１） 歳入予算の款、項及び目の区分 
 

款 項 目 

１ 負担金 １ 負担金 １ 負担金 

２ 補助金 １ 補助金 １ 補助金 

３ 諸収入 １ 雑入 １ 雑入 

 
（２） 歳出予算の款、項及び目の区分 
 

款 項 目 

１ 会議費 １ 会議費 
１ 運営費 

２ 事務費 １ 事務費 

２ 事業費 １ 事業費 １ 事業費 

３ 予備費 １ 予備費 １ 予備費 

 



資料３ 

   三条市地域公共交通協議会公印規程（案） 
 

 （趣旨） 
第１条 この規程は、三条市地域公共交通協議会の公印の種類、管理等について、必要な

事項を定めるものとする。 
 
 （公印の種類） 
第２条 公印の種類は、次に掲げるとおりする。 
（１） 三条市地域公共交通協議会長之印 
 
 （公印のひな型及び寸法） 
第 3 条 公印のひな型及び寸法は、別表のとおりとする。 
 
 （公印台帳） 
第４条 事務局長は、公印台帳（様式第１号）を作成し、整理及び保存をしなければなら

ない。 
 
 （公印の管理方法） 
第５条 公印は厳正に取り扱い、使用しないときは堅固な容器に納め、施錠の上、事務局

長が管理する。 
 
 （公印の使用） 
第６条 公印を使用するときは、事務局長の許可を得て使用しなければならない。 
 
 （公印の新調または廃止） 
第７条 公印を新調又は廃止するときは、事務局長は会長の許可を得なければならない。 
 
 （その他） 
第８条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 
 
 
   附 則 
 この規程は、平成 19 年 11 月９日から施行する。 
 



別表（第３条関係） 
（１） 三条市地域公共交通協議会長之印 
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１．計画策定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．計画策定実施方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①三条市の概況整理 

■三条市における公共交通活性化の方向性を明らかにするため主に以下の基礎調査を行い、内容を整理する。 

・地区別人口、年齢別人口、市街化の動向、地区別買い物利用者数 etc 

・自動車保有台数の推移、公共交通利用者数の推移、渋滞状況   etc 

②公共交通の現状と市民ニーズの把握 

■アンケート・ヒアリング調査等より公共交通に対する

改善ニーズを把握するとともに、各ニーズに対する公

共交通の現状を整理する。 

■アンケート・ヒアリング調査の内容 

 

 

 

 

 

③三条市のまちづくりビジョンの整理 

■「三条市総合計画」、「三条市都市計画マスタープラン（案）」より将来の都市構造、土地利用の方針ならび

に目指すべきまちづくりの方向性などを整理する。 

④公共交通活性化の方向性の整理とビジョンの設定 

■三条市の概況、公共交通に対する市

民ニーズならびに社会的要請などを

踏まえ、三条における公共交通を活

性化する方向性を整理する。 

■三条市の概況、住民ニーズ等を勘案

し、まちづくりビジョンと整合した

公共交通ビジョン（あるべき姿）を

地域別に設定する。 

⑤公共交通活性化施策の一覧 

■公共交通ビジョン毎に以下の流れにより、公共交通の施策メニュー一覧を作成する。 

 

 

⑥重点施策の抽出 

■重点施策抽出の基本方針を設定し、施策メニューから重点的に取り組むべき施策を抽出する。 

⑦実施計画の検討 

■抽出された重点施策について、具体的な内容、実施体制、スケジュール、期待される効果などを検討し、

実施計画としてまとめる。 

⑧パブリックコメントの実施 

■検討過程において、資料をホームページ上で市民に公開して意見募集を行い、計画策定に反映させる。 

例:『中山間地域での通学者に対するバス

の利便性を向上してもらいたい』 

⇒学校区の範囲とバス路線網の状況 

公共交通ビジョン⇒ビジョンに関連した地域交通の課題⇒活性化施策の基本方針⇒施策メニューの一覧 

三条市地域公共交通総合連携計画策定の進め方（案） 

中心地域 郊外地域 広　域

三条の個性が光る都市づくり
（ものづくり技術、観光資源等の活用）

質が高く機能的な都市づくり
（コンパクトで機能的な都市）

災害に強く住みよい都市づくり
（安全・安心な都市）

まちづくりの方向性
地　域

 

まちづくりの方向性と整合

した公共交通ビジョンを地域

別に設定 
　・需要分析、採算性検討

　・現状の課題
　・基本方針
　・施策メニュー

現地調査・既存資料収集整理・住民アンケート調査

三条地域の概況整理
公共交通の現状と
住民ニーズの把握

三条地域のまちづくり
ビジョンの整理

公共交通活性化の必要性整理とビジョンの設定

公共交通活性化施策の提案

重点施策の抽出

実施計画の検討

社 会 実 験

　・課題分析、実施計画
   の見直し

本格実施に向けた検討

　・効果検証、フォローアップ
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三条市の概況整理 三条市のまちづく

りビジョンの整理 

公共交通の現状と 

市民ニーズの把握 

公共交通活性化施策の一覧 

公共交通活性化の方向性の整理とビジョンの設定 

１ ２ ３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

調査方法 対　　象 把握する内容

アンケート調査 三条市在住者

○高齢者の外出実態（外出頻度、目的地、交通手段etc）
○買い物・通学実態（目的地、交通手段etc）
○公共交通の利用実態（利用頻度、目的地etc）
○公共交通に対する改善要望

ヒアリング調査
燕三条駅、

新幹線利用者
○利用頻度、目的地、目的、駅からの交通手段・改善要望

三条市民 

資料４ 



住民の合意形成

観光振興

地球温暖化対策

通勤・通学

ビジネス支援

生活交通確保

交通空白地域解消

地域公共交通総合連携計画

公共交通の活用による
まちづくり

計画イメージ図



活力ある都市活動、観光振興

地域公共交通の活性化・再生の必要性

住民の足の確保、ユニバーサル社会の実現 環境問題等への対応

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）（平成１９年法律第５９号）
－主体的に創意工夫して頑張る地域を総合的に支援－－主体的に創意工夫して頑張る地域を総合的に支援－

基 本 方 針 （国のガイドライン）

関連交通事業法の事業許可等の手続きの合理化等

１．計画の作成・実施

２．新たな形態による輸送サービスの導入円滑化

スキーム概要

市町村 公共交通事業者 ※ 道路管理者 住民＊

協議会

主務大臣（国土交通大臣・総務大臣）は、地域公共交通の活性化及び

再生に関する基本方針を策定

注１ ＬＲＴ（Light Rail Transit）
低床・バリアフリー設計の新車の投入、

屋根付きの快適な停留所、高速・定時
性の確保等を組み合わせた機能を備え
た次世代型路面電車システム

注２ ＢＲＴ（Bus Rapid Transit）
輸送力の大きなノンステップバスの投

入、バス専用レーン、公共車両優先シス
テム等を組み合わせた高次の機能を備
えたバスシステム

港湾管理者 公安委員会＊

※鉄道、軌道、
バス、タクシー、

旅客船等

ＩＭＴＳ
（ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ ﾏﾙﾁﾓｰﾄﾞ ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ） 水陸両用車

等

ＤＭＶ（ﾃﾞｭｱﾙ ﾓｰﾄﾞ ﾋﾞｰｸﾙ）

・軌道と道路の両方の走行が可能な車両

・磁気誘導による
専用道路部分と一
般道路 の両方を

走行する車両

等

※国家公安委員会、環境大臣に協議

国

に

よ

る

総

合

的

支

援

・協議会の参加要請応諾義務
（＊公安委員会、住民は除く）

・計画策定時のパブリックコメント
実施

・計画作成等の提案制度
・協議会参加者の協議結果の尊

重義務

地域公共交通総合連携計画

駅

駅

駅

乗合タクシーやコミュニティバス

鉄道活性化 乗継円滑化

海上運送高度化

ＬＲＴ整備

ＢＲＴ整備

・計画策定経費支援
・関係予算を可能な限り
重点 配分、配慮

・地方債の配慮
・情報、ノウハウの提供
・人材育成

等

予 算 等

法律上の特例措置

・ＬＲＴ整備に関する軌道事業の上下分離制
度の導入

・ＬＲＴ車両購入費、ＢＲＴの車両購入費、オ
ムニバスタウン計画に基づく施設整備事業
等について自治体助成部分の起債対象化

・鉄道再生実施計画作成のための廃止予定
日の延期

・関連交通事業法の事業許可等の手続きの
合理化

等

地域の関係者が地域公共交

通について総合的に検討し、
地域のバス交通の活性化や地
方鉄道の活性化など地域住民
の移動手段の確保、都市部に
おけるＬＲＴやＢＲＴの導入や、
バスの定時性・速達性の向上、
乗継の改善等、地域公共交通
のあらゆる課題について、当該
地域にとって最適な公共交通
のあり方について合意形成を
図り、合意に基づき各主体が
責任を持って推進。国は、これ
を総合的に支援。

【地域公共交通特定事業】
・ＬＲＴの整備 ・ＢＲＴの整備、オムニバスタウンの推進
・海上運送サービスの改善 ・乗継の改善 ・地方鉄道の再生

平成１９年５月２５日公布



○ 「地域公共交通総合連携計画」を策定するために必要な調査を支援。
・ 現況交通実態調査、交通が地域に及ぼす影響調査、ニーズ把握調査、データ分析、需要・収支

採算予測、計画策定に要する事務費

○ 交通結節点における乗継情報システム開発
を支援。
・ 駅などの交通結節点において鉄道、バス、

旅客船等複数モードの乗継情報や病院、
公共施設等の地域の情報を一体的総合
的に提供するシステムの開発費用

本補助制度は、地域公共交通の活性化及び再生を推進するため、「地域公共交通の
活性化及び再生に関する法律」に基づく協議会（法定協議会）が、同法律に基づく「地
域公共交通総合連携計画」を策定するために必要な調査や、同連携計画に基づいて、
公共交通サービスに関する情報提供や利用促進活動及び利便性向上のための情報
提供システムの開発を行う場合に補助する制度です。

２．公共交通利用円滑化事業

１．「地域公共交通総合連携計画」策定調査事業

（１）公共交通利用促進活動支援事業 （２）乗継利便性向上施設整備支援事業

駅構内にて、バス
の出発時刻を案
内

バス車内 にて、鉄
道の出発時刻案内

○補助対象者 法定協議会（ただし、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の施行前

に組織された同法第６条に規定する内容に相当する協議会については、補助対象
事業者とみなす。）

○補助率 １／３以内（ただし、地方公共団体が協調して負担する額以内とする）
（以下、２．公共交通利用円滑化事業のみ適用）
○補助要件 ・「地域公共交通総合連携計画」 に盛り込まれている取組み内容であること（ただし、

「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の施行前に作成された同法第
５条に規定する内容に相当する
計画については地域公共交通総合連携計画とみなす。）

・鉄道、バス、旅客船等複数モードの利用促進に資する取組みであること

地域地域公共交通活性化公共交通活性化・再生事業費補助金・再生事業費補助金

○ 公共交通サービスの情報提供に関する取組み
を支援。
・ 鉄道、バス、旅客船等の総合交通マップ（路線、

ダイヤ情報）の作成費
・ 乗継情報等の提供のためのＷＥＢコンテンツ作

成費
・ パンフレット、ポスター・案内板の作成費

○ 公共交通機関の利用促進活動を支援します。
・ 割引定期制度など公共交通機関の利用促進

に資する施策に関するシステム開発・運営費
（割引額の補填は対象外）・広報費

・ 公共交通機関の利用促進に関するセミナー・
シンポジウム・イベント等啓発活動の開催費
（講師等の派遣費、教材の作成費、運営費、
広報費）

※H18年度創設の公共交通利用円滑化事業費補助制度は、本事業に統合されました。
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三条市地域公共交通総合連携計画策定調査業務委託について 

 
三条市地域公共交通総合連携計画策定にあたり、公共交通に関する専門的視点から、各

種調査・分析等を行う必要があることから、調査業務等をコンサルタントに委託したい。 
 
【各社見積金額一覧】 

会社名 見積金額（税込み）円 

エヌシーイー株式会社 5,166,000 円 

大日本コンサルタント株式会社新潟事務所 5,953,500 円 

株式会社国土開発センター新潟支店 6,468,000 円 

【見積依頼先について】 
１ 三条市入札参加資格を有する。 
２ 公共交通に関するコンサルタント

業務を行っている。 
３ 県内に事業所等を有する。 
 

【主な業務内容】 
１ 資料収集 
２ 現状分析 
３ アンケート調査 
４ 交通実態調査 
５ 施策検討業務 
６ 事業実施計画検討 
７ パブリックコメント資料作成 
８ 計画書作成とりまとめ 
 

 
以上の結果から、 
三条市地域公共交通総合連携計画策定調査業務委託について、次の会社と契約すること

としたい。 
 

（契約先）エヌシーイー株式会社 
新潟市中央区網川原１丁目４番 11 号 

代表取締役 小島 廣保 
 

 
 









資料５ 

三条市地域公共交通協議会 平成 19 年度予算（案） 
 
１ 歳入 

（円） 

款 項 目 

１ 負担金 
3,752,000 

１ 負担金 
3,752,000

１ 負担金 
（三条市）3,752,000

２ 補助金 
1,864,000 

１ 補助金 
1,864,000

１ 補助金 
（国土交通省）1,864,000

３ 諸収入 
1,000 

１ 雑入 
1,000

１ 雑入 
1,000

歳入合計：5,617,000 円 
 
２ 歳出 

（円） 

款 項 目 

１ 会議費 
 

403,000

１ 会議費 
（報酬・費用弁償等） 

403,000１ 運営費 
450,000 

２ 事務費 
47,000

１ 事務費 
（物品等） 

47,000

２ 事業費 
 

5,166,000 

１ 事業費 
 

5,166,000

１ 事業費 
（計画策定調査業務委託）

5,166,000

３ 予備費 
1,000 

１ 予備費 
1,000

１ 予備費 
1,000

歳出合計：5,617,000 円 
 



資料６ 

三条市地域公共交通協議会の現金等を預け入れる金融機関（案） 
 

１ 金融機関名：株式会社 第四銀行 （関東財務局長 登金第 47 号） 
新潟市中央区東堀前通七番町 1071 番地 1 

２ 口座開設店舗：株式会社 第四銀行 三条支店 
三条市本町 4 丁目 8 番 30 号 

３ 口座種別：普通預金口座 
４ 口座名義人：三条市地域公共交通協議会 会長 國定 勇人 
５ 届出印：三条市地域公共交通協議会公印規程による印 

 
【参考】 
三条市地域公共交通協議会財務規程  
（出納及び現金等の保管） 
第６条 協議会の出納は、会長が行う。 
２ 協議会に属する現金等は、会長が協議会で承認を受けた金融機関に預け入れなければ

ならない。 
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